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研究成果の概要（和文）： 欧州では、人権条約制度、EUおよび各国は、価値の共有意識を基盤として、制度的にも緊
密な関係を保ち、一種の「憲法秩序」としてのまとまりをもっている。しかし、この憲法秩序においては、人権条約制
度ないしEU制度が階層的秩序の頂点に立つというような、近代国内憲法（学）が想定するようなヒエラルキー構造は存
在しない。
　内部的な各国との緊張関係のゆえに、人権裁判所も介入を可能な限り価値中立的に行おうとする。比例原則の一般化
はそれを示す代表例である。しかし他方、外部との関係では、人権の原則的な保障を確保しようというモーメントが強
く働く。ノン・ルフールマン原則の解釈適用でもその傾向が現れている。
　

研究成果の概要（英文）：　In Europe, the Human Rights Convention, European Union (EU) and national legal 
order constitute a “constitution” with sense of sharing a common set of values and strong institutional 
connection. In this “constitution”, no hierarchical structure exists since neither Convention nor EU 
occupies the top of the order.
 Internally, the Human Rights Court seeks to exercise control over national orders in a value-neutral 
way, for tensions between European standards and national constitutional tradition. The principle of 
proportionality is thus generalized. On the other hand, strong integrity in European standards is rather 
emphasized toward “outside”. “Absolute” nature of freedom from torture is secured in the context of 
non-refoulement principle.

研究分野： 国際法学
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１．研究開始当初の背景 
モノ・サービス・カネが国境を越えて自由

に行き来する経済のグローバル化は、リスク
のグローバル化をももたらし、ガヴァナンス
を世界規模で議論しなければならない必要
性は飛躍的に高まっている。市場に直接関わ
る規範のみならず、統治原理・規範ですら、
一国が自由に維持・発展させることができる
ものではなくなり、国際的調和を求められて
いる。さらに、国際機構が自ら行う国際的公
共活動も、グローバル化しているリスクを管
理するために頻繁に用いられるようになっ
たが、これを近代立憲主義的諸価値に適合さ
せるという、必要であるが困難な課題も明白
になってきた。こうして、グローバルな公共
空間を構築し、その構成原理のなかに近代立
憲主義的価値、なかんづく人権の要請を組み
込むこと（グローバル空間の憲法秩序化
constitutionalization）が求められている。 
しかし、グローバル・レヴェルの秩序と、各
国の法制度（場合によっては憲法秩序）との
緊張関係は、前者が憲法秩序化すればするほ
ど高まるという深刻なジレンマがある。 
ヨーロッパ人権条約（以下、人権条約とい

う）は、個人の不服を司法的に処理するとい
う体制をいち早く整え、欧州の中核諸国のみ
ならず周辺諸国へも適用範囲を広げ、豊富な
判例法をそれらの国々に提示してきた。また
欧州連合(EU)は、その行為によって影響を受
ける個人・法人にその司法機関である欧州司
法裁判所(ECJ)への訴権を与え、また EU 法
の適用について国内裁判所から ECJ への先
行判決(preliminary ruling) 手続が整えられ
ている。そこでは、人権条約を重要な構成要
素とする基本権規範が適用される。このよう
に、欧州地域は、人権の国際的保障について、
先駆的な経験を有していた。 
さらに最近、この地域秩序の憲法秩序化を

ほとんど確定させる出来事が相次いで生じ
た。リスボン条約（2009 年 12 月 1 日）お
よび人権条約第 14 議定書(2010 年 6 月 1 
日)の発効により、EU 基本権憲章の法的効力
が認められ、また EU の人権条約への加入の
方針が決定されるに至った。リスボン条約に
よる EU 条約改正では、実質的に最初の条文
である 2 条に「価値」と題する規定がおかれ、
EU がその基礎を民主主義、法の支配や人権
といった諸価値におくことが謳われた。 
 
２．研究の目的 
本研究の研究代表者・連携研究者（以下、

本研究の参加者という）は、2002 年から実
質的な活動を開始した「ヨーロッパ人権裁判
所（以下、人権裁判所）判例研究会」の構成
員として、人権条約の実施機関である人権裁
判所の判例研究を中心として、欧州地域の人
権保障システムの研究を行ってきた。最近で
は、国際レヴェルの動向のみならず、各国（憲
法）裁判所の動向についても注目し、人権裁
判所や ECJ との関係を、ハーモナイゼーシ

ョンとその限界という観点から考察してき
た。 
本研究は、そうした現象面の研究をより理

論的に昇華すべく、最近の動向に照らして、
憲法秩序化と多層的構造の維持・発展という
視角で、かかる現象を総合的に捉えようとし
たものであった。 

 
３．研究の方法 
本研究は、３つの柱を立てて進めた。 
第１の柱の判例研究では、人権裁判所の判

例と EU 法の審査可能性をめぐる各国（憲
法）裁判所の判例などをとりあげた。また、
第２の柱として、EU の人権条約への加入の
法的枠組みをめぐる現在の議論を、研究会で
分担してレヴューを行った。第３の柱として、
理論面での検討を行い、以上からインプット
される実際的諸問題に留意しながら、文献の
検討と欧州の学界との交流を通じて、憲法秩
序化の構造とダイナミクスを理論的に解明
しようとした。 
主として、第２・第３の柱との関係で、欧

州で調査・研究交流を行った。本研究の対象
である欧州地域からレヴューをうけるため、
また、研究の取りまとめと国民・社会への発
信のため、欧州において２回にわたり、国際
シンポジウムを開催した。 
 研究会は、2012 年度１回、2013 年度 4 回、
2014 年度 4 回の計 9 回開催し、そのほか、
より詳細な研究を要する判例を洗い出すこ
とを目的として、ヨーロッパ人権裁判所の諸
判例を集団的にレヴューする「判例レヴュ
ー・セッション」を 2014 年度に 3 回開催し
た。 
 
４．研究成果 
 以上の研究の結果は、５の研究発表に示さ
れているが、その概要を本研究の目的に即し
て、やや強引にまとめて提示すると次のよう
になる。 
 第１に、締約国や EU と、人権条約制度と
の関係から明らかなように、それらの諸制度
は、価値の共有意識を基盤として、制度的に
も緊密な関係を保っているから、欧州は、一
種の「憲法秩序」としてのまとまりをもって
いるということができる。このまとまりは、
とくに経済的な危機を背景とする、さまざま
な挑戦や動揺にもかかわらず、容易に分解す
るようには思われない。その意味で、欧州に
おいて、たしかに一つの憲法秩序ということ
が可能なものが確立しているということは、
不可能でないばかりでなく、このまとまりの
有機的な関係を捉える上で有用でもある。 
 第２に、しかしながら、人権条約制度ない
し EU 制度が階層的秩序の頂点に立つという
ような、近代国内憲法（学）が想定するよう
なヒエラルキー構造を示すものではない。こ
のことは、近年唱えられている「憲法多元主
義」の主張を裏書きするものである。 
 第３に、このような憲法秩序化が生ずる社



会的基盤は、モノ・サービス・カネ（資本）
が大規模にまた大きな速度で、国境を越えて
移動し、ヒトもまたそれにともない移動して
いること、ひらたくいえば、グローバル化と
欧州の経済統合の進展にあるといえる。この
ため、一国の国内で自己完結的にガヴァナン
スを考え、それ以上には、それを寄せ集めれ
ばよい、ということでは済まず、ガヴァナン
スを越境的に展開しなければならないとい
う事態が生じている。それは、国内法を域外
への影響があるからといって謙抑的に適用
するわけにはいかず、また国際機関の決定が
国内に影響を及ぼすことを完全には排除で
きない事態を意味している。そこで、一方で
は、従来、国内の民主主義や裁判所制度に委
ねられていた問題に、国家を超える審級から
統制を及ぼす必要性が生じてきたのである。
したがって、一方では、欧州レヴェルの審級
からの国内への介入がより一層強まるので
ある。 
第４に、そのように各国からみれば、欧州

の審級からの介入が広範になり、さらに強化
されるがゆえに、この介入を中和しようとい
う試みが繰り返されることになる。「評価の
余地」の強調がその現れであるが、人権裁判
所の側でも、この介入を可能な限り価値中立
的に行おうとする傾向が強くなる。それが、
比例原則の一般化であり、手続保障化である。
この綱引きのなかで強調される「補完性」原
理は、各国の人権保障の手続の実効性を関数
として、介入を強化する方向にも介入を抑制
する方向にも働く。 
 第５に、このようなまとまりを維持し、人
権の原則的な保障を確保しようというモー
メントとして重要なのは、「外部」とのかか
わりである。「外部」との関係で、これまで
蓄積してきた欧州の基準を普及していくこ
とは、グローバル化のなかで欧州が経済的に
優位な地位に立つために不可欠ともいえる。
そのようなミッションを強く自覚せざるを
えない場合に、欧州レヴェルの審級の一体性
（integrity）を、強調する傾向が生ずると考
えられる。 
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